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労働者災害補償保険法の施行に関する事務に使用する文書の様式を定め

る件の一部改正について

労働者災害補償保険法の施行に関する事務に使用する文書の様式を定める件の一部

を改正する件（平成２５年厚生労働省告示第３９号）が本日付けで別紙のとおり公布

され、本日から適用されることとなったので、下記の事項に留意の上、事務処理に遺

漏なきを期されたい。

記

１ 改正の趣旨

労働者災害補償保険法の保険給付の請求書の様式は、労働者災害補償保険法の施

行に関する事務に使用する文書の様式を定める件（昭和３５年労働省告示第１０号）

によって定められている。

今般、郵便貯金銀行（郵政民営化法 （平成十七年法律第九十七号）第九十四条

に規定する郵便貯金銀行をいう。以下同じ。）への振込が行える保険給付の範囲の

拡大に伴い所要の改正を行ったものである。

２ 改正内容

郵便貯金銀行への振込指定をした場合の振込口座の記載方法を追記するもの。

改正の詳細は以下のとおり。

○ 改正様式

① 様式第７号（１）

② 様式第７号（２）

③ 様式第７号（３）

④ 様式第７号（４）



⑤ 様式第８号

⑥ 様式第１６号の２の２

⑦ 様式第１６号の５（１）

⑧ 様式第１６号の５（２）

⑨ 様式第１６号の５（３）

⑩ 様式第１６号の５（４）

⑪ 様式第１６号の６

○ 新旧（傍線部分は改正部分）

改正前 改正後

（各様式表面） （各様式表面）

口座番号又は記号番号（左ヅメ） 口座番号（左詰め。ゆうちょ銀行の場合

は、記号（５桁）は左詰め、番号は右詰

めで記入し、空欄には「０」を記入。）






